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　　はじめに
　1960年代後半からメキシコでは，1929年以来優位政党として政権を担
ってきた制度的革命党（Partido　Revolucionario　Instituciona1以下
PRIと略す）統治の正統性が揺らぎ始めた。1940年代後半からPRI体
制下で続いてきた政治的安定と経済成長に陰りが見え始めたのである。
PRIの政治的排他性や格差拡大を伴う経済政策に対する批判が高まる
なか，1968年には学生・市民による大規模な反政府行動が起きた。とこ
ろが政府が武力でこれを鎮圧したため，PRI体制へのさらなる不信を
招く結果となった。一方，経済成長は続いていたものの，農業部門では，
国内消費向け穀物を中心とする生産停滞1》と農民の貧困化・農民経済の
破綻2》といった問題が生じていた。また，PRIの強固な支持基盤である
農民の間でもPRI離れが進み，独立系農民組織が勢力を伸張しつつあ
った3）。
　PRIはメキシコ革命の理念の実践者であることを正統性の根拠4）とし
てきた。革命理念の一つは社会正義であり，それは農業部門においては
アグラリスモ（agrarismo農地改革主義）に体現されていた。1930年
代のカルデナス政権（Lazaro　Cardenas　1934－40）に大規模な農地改革
が実施されて以来，土地分配は農民の支持を繋ぎ止める程度にしか行な
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われてこなかった。しかし土地を分与された農民集団5）は全国農民連合
（Confede典ci6n　Nacional　Cam脚sina　qNC）に組織され，　CNCは
PRIの農民セクターの基幹組織として，　PRI体制の民衆基盤を構成し
てきた。ところが，農地改革の低迷によってCNCが農民の利益代表機
関というよりも単なる集票機関としての性格を強めるにつれて，農民の
CNC離れが進行したのである。
　このようにPRI体制は，イデオロギー的にも現実的にも，農民との
緊密な関係を一つの礎石として築かれてきたがゆえに，国家一農民関係
の修復は，正統性にかかわる重大な課題として認識された。また農業生
産の停滞も，食糧確保や経済全体に及ぼす影響が大きいがゆえに，深刻
に受け止められた。そして1970年代以降，政府はこれらの問題への対応
を迫られていくことになる。
　エチェベリア政権（Luis　Echeverrfa　Alvarez　1970－76）は，農業部門
への取り組みとして，資源の再分配と労働の集団化による零細農地にお
ける生産性・収益性の向上と農地改革の再開を喧伝した。それは，1940
年代以降，政府によってほとんど顧みられることのなかった零細農民や
土地なし農民の期待を煽り，大統領が予期しなかったほどの激しい農民
闘争を全国的に引き起こした。とりわけ北部の先進町端概農業地域にお
いては，土地改革の実施によって，農業企業家だけでなく，彼らと連帯
した他部門の企業家層も巻き込んで，政府と企業家が厳しく対立するこ
とになった。結局，生産の危機も，農民経済の危機も，PRIと農民の
関係再建の問題も，何一つ解決されないまま，大混乱のなかでエチェベ
リアは任期を終えた6）。
　このような緊迫した状況の下で，ロペス・ポルティーリョ政権（Josる
L6pez　PortiUo　1976－1982）が発足した。経済再建と企業家層との関係
修復が優先課題として掲げられるなか，農業政策においては農地改革の
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終結が示唆され，政策の重心は商業的生産農地へと回帰した。農民闘争
に対する弾圧も強まった。しかし；70年代半ばに発見された大規模な油
田の開発と第2次オイル・ショ』ックという好機到来によって，石油輸出
が政府に潤沢な資金をもたらし始めると，政権前半の消極的な農業政策
は一転して，1980年に包括的な農業政策「メキシコ食糧システム」
〈Sistema　Alimentario　Mexicano以下SAMと略す）が開始されたの
である。SAMの目的は食糧自給の実現と国民に対する十分な食糧供給
であり，そのために零細農地・天水農地の生産性向上，食糧流通の改善，
国家と農民の新たな同盟関係の構築を目指していた。まさにそれはメキ
シコ農業部門が直面していた危機への対応であった。
　結局SAMは，成果のないままポルティーリョ政権終了とともに，わ
ずか3年で幕を閉じた。しかも，対外債務という新たな危機の出現によ
って，1982年にはSAMのプライオリティーは一気に低下した。したが
ってSAMについて十分な分析が行なわれてきたわけではない。しかし近
年，民主化が進むラテンアメリカ地域にあって，いまだに権威主義的一党
支配を続けているメキシコの政治改革過程への関心が高まるなかで，また
そのような文脈で，サリーナス前政権（Carlos　Salinas　de　Gortari　1988－
94）の国民連帯計画（Programa　Nacional　de　Solidaridad　PRONASOL）
の脱ポピュリスト的な国家一市民社会の関係構築という特徴7）が論じら
れるなかで，SAMを体制内改革と絡めて捉え直そうとする研究が出て
きた8》。そこでは食糧生産よりも，農民参加，地方ボスの排除，新たな
国家と農民め関係に焦点が当てられている。本稿では，そうした新たな
視点も交えながら，SAMの評価を試みたいと考える。
1　ロペス・ポルティーリョ政権前半の農業政策
1976年12月1日に大統領に就任したロペス・ポルティーリョがまず直
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面した課題は，前政権が残した社会・経済的混乱の収拾であった。彼は
前政権で閣僚を務めた，エチェベリアの側近であったが，「生産のため
の同盟」という新たな標語の下で，生産性重視と財政引き締めの経済政
策を進め，企業家層の信用を徐々に回復していった。
　農地改革に関しては，前政権による北部心乱地での土地接収をめぐる
前所有者との補償交渉を合意に導き，同地区でのエヒードの集団化を推
進して，エチェベリアの意志を実現したが，新政権としては農地改革が
完成期に入ったとの見解を明らかにした。それは土地再分配を終結し，
すでに分配された農地を「生産のための同盟」へと結びつけていくこと
を意味していた9》。
　メキシコの農業構造は農民農業（天水農業）と商業的農業（大半が灌
概農業）の二極化によって特徴づけられる。政権前半の農業政策の重点
は，生産性の高い商業的農業にあった。だが，農民農業に対する政策が
全面的に打ち切られてしまったわけではない。ロペス・ポルティーリョ
は就任直後に，「窮乏地区および周縁集団のための国家計画連邦調整機
関」（Coodinaci6n　Federal　del　Plan　Nacional　para　Zonas　Deprimidas
yGrupos　Marginados　COPLAMAR）を設置し，その長に前政権で
要職にあったオバーリェ（lgnacio　Ovalle）を任命した。これは既存の
社会福祉プログラムの間の連係・調整を目的とする，大統領直属の機関
であったが，1979年までの3年間は政策実施機関からの支援も政治的・財
政的資源も与えられず，目立った活動はなかった。メキシコ社会保障庁
（Instituto　Mexicano　de　Seguro　Social　IMSS）や国民生活必需品供
給公社（Compaf匠a　Nacional　Subsistencias　Populares　CONASUPO）
と連携して，農村医療の改善，基本的食糧供給などのために重要な役割
を果たすのは，政権後半になってからのことであったゆ。
　また，前政権の1973年に発足した農村開発総合開発計画（Programa
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Integral　de　Desarrollo　Rural　PIDER）も引き継がれた。その目的は，
政府資金を最も後進的な州の村レベルの小規模プロジェクトに運用する
ことによって，地域的な格差是正を図ることにあった。PIDERは，
1970年代に世界銀行や各国エリートの間で形成されたコンセンサス，す
なわち最貧血の生活水準改善だけでなく国家全体の発展にも寄与しうる
ような総合的農業開発計画が必要であり，開発援助は農民の生産性向上
と貧困・低開発への取り組みに向けられるべきである，という新たな認
識に基づいて策定された計画であった。1980年までに，貧困ではあるが
開発の潜在力を有する131の農村地区が指定され，総額18億ドルの資金
の充当によって，農村人口の22％にあたる600万人の生活改善に貢献す
ることが期待されていた。PIDERはロペス・ポルティーリョ政権では
前政権の計画とみなされ，位置づけはかなり低下したが，天水農業や窮
乏地域など新政権の重点政策に関連する分野に限っては有能な人材が登
用された11》。
　COPLAMAR，　PIDERは政権前半には，企業家寄りの政策の後方に
押しやられて，ほとんど機能停止状態にあったが，このような計画や機
関の存在は，大統領の農村貧困層への関心，あるいはPRI体制の正統
性へのこだわりを示唆するものであろう。しかも，大統領は若手の専門
家顧問団に食糧問題の研究を命じていた。SAMはその研究成果に基づ
いて，1979年の不作を契機として，急遽策定されたのであった12）。
2　SAM発足の背景
　SAMは1980年3月18日に発表された。政権半ばのこの時期に新政策
が始められた背景には，四つの理由が考えられる。第1には食糧生産危
機の深刻化である。1970年代の農牧業の成長率は2．0％（農業1．3％，牧
畜業3．0％）13》で，人口増加率3．0％を大きく下回った。その結果，・穀物
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自給率は70年の95％から80年には74％にまで低下し，食糧の輸入依存が
さらに強まった。1980年には米の6分の1，トウモロコシ・小麦の4分
の1を輸入に依存することになり，1976年から81年にかけての食糧輸入
は7倍増にも達した’4）。さらに1979年には早魅に見舞われ，基本穀物生
産量は前年の21％滅となったL5〕。報告を受けた大統領が80年1月・に先述
の食糧政策研究グループを召集し，わずか数週間後にはSAMが策定さ
れたし8）という異例の迅速な対応からみても，食糧問題に対す・る危機意識
の強さがうかがわれる。
　農業生産の停滞は当然，農民の貧困化や国民の栄養水準の低下をもた
らす。70年代末には，国民のカロリー摂取量の低下や栄養摂取の不足が
具体的に認識されるようになった。それをSAM発足の第2の要因とし
て指摘できよう。1950年代半ばから60年代半ばまでの10年間と，60年代
後半から70年代半ばまでの10年間の基本穀物消費の年平均増加率を比較
すると，トウモロコシで5．0％から2．3％へ，ブリホール豆で7．7％から
1．5％へ，米で6．0％から3．6％へと，いずれも低下した。唯一小麦にお
いて3．4％から6．6％への上昇がみられたが，これは飼料消費の伸びによ
るものであり，食糧消費は4．3％から3．8％への減少であった。また1人
当たりの消費増加率は同時期にトウモロコシで1．6％から0．1％，豆で
4．6％から一5．4％，米で2．9％から一〇．8％へと，さらに激しい落ち込
みとなった。
　1979年にはもう一つの重要な報告が行なわれた。国立栄養研究所
（lnstituto　Nacional　de　Nutrici6n）の国民の栄養水準に関する調査報
告である。そのなかで1968年の調査結果と比べて，中央部ではカロリー
摂取量が1900カロリー（Ca［）から1750カロリーに，南東部では2000カ
ロリーから1600カロリーに減少していること，農村人口の90％がさまざ
まなレベルのカロリー不足，蛋白質不足に陥っており，うち50％が深刻
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な状態であること，またこうした栄養・カロリーの不足は都市部でもみ
られ，とくに低所得者層居住区ではいわゆるジャンクフードの隆盛によ
って，栄養摂取のバランスが歪められていることなどが明らかにされた
のである17｝。
　以上のような食糧の対外依存の拡大および国民の栄養水準の低化とい
う二つの問題は，1970年代後半に始まるメキシコ石油ナショナリズムの
高揚を背景に，急速に政治問題化し，新たな農業政策へと結実していっ
た。
　1938年に英米資本への従属を断ち切って石油産業の国有化を実現した
メキシコにとって，石油はナショナリズムの象徴である。ところが，食
糧輸入が続けば，石油輸出によって得られる外貨のうち，1990年には3
分の2が，2000年には100％が食糧輸入に当てられることになろう18）と
いう悲観的な予測が発表されたのである。有限な資源から得られる貴重
な外貨は公的福祉のために使われるべきであるのに，本来ならば国内生
産によって自給できるはずの農産物輸入に使われることになるというの
である。しかも，多国籍企業によって食慣習や栄養バランスが歪められ
ているだけでなく，種子，機械などの農業生産投入財支配も強まってい
る。これらは外部への従属，とりわけ米国への従属として，すなわち国
家主権にとっての脅威として受け止められた。SAMはメキシコの石油
輸出二米国からの穀物輸入という短絡的な図式に対する民族主義的な反
応であったという見方もある19）。また，国民の栄養状態を改善し，天水
農地における生産を拡大するためには，膨大な予算が必要となる。こう
した計画は石油輸出による財政的保証があって初めて可能となった。
SAMが3月18日，すなわち1938年に石油産業の国有化が実施されたそ
の日に発表されたという事実も，SAM．と石油の関係を示すものであろ
う。
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　SAM発足の．背景にはもう一つPRI体制の正統性にかかわる問題が
あった。PRIが革命の正統な継承者を自負するならば，革命理念の一
つは農民への土地分配であるから，土地要求がある限り農地改革を継続
する義務を負っている。ところがエチェベリア政権の農地改革を最後に，
「もはや分配すべき土地がない」という理由で，農地改革の終幕が叫ば
れるようになった。それまで農地改革は農民のPRI体制への取り込み
に寄与してきた。しかし，土地分配という農村の大衆動員のための有効
な手段をもはや行使できないPRIは代替手段を見出して，農村部にお
ける支配を維持しなければならなかった。こうした政治的理由からも，
SAMのような新たなアプローチを提示する必要があったのである20）。
3　SAMの狙いと特徴
　SAMの目的は天水農地における生産拡大によって基本作物の自給を
実現して，国内的には国民の栄養水準の改善および特に農村部で顕著な
貧困の緩和に努め，農民層のPRI支持を回復すると同時に，対外的に
は食糧輸入による従属からの脱却および交渉力の強化を図ることにあっ
た。従来の農業政策は，土地なし農民に対する土地分配と，商業的・企
業的農業経営者に対する生産助成という二本立てで進められてきたが，
1940年忌以降，政策の主流となったのは後者であった。こうした政策が
メキシコ農業の二極構造を助長し，農民農業・天水農地の潜在的な生産
力を十分に活用することができないまま，農民の多くを貧困へと追いや
っただけでなく，食糧自給さえをも不可能にしてしまったという認識に
たって，従来の政策では結びつけられることのなかった農民農業・天水
農地における生産拡大・近代化が新政策の中心に据えられたのである。
　SAMは，その名のとおり「食糧計画」であり，生産拡大に目標を定
めている。しかしそれは市場原理に基づく生産ではなく，国民の需要，
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特に最貧層の栄養的な必要を満たすための生産であり，しかも効率の悪
い零細な天水農地における生産増大であったという点で，従来の生産重
視政策とは一線を画していた。SAM立案者の一人であるルイセリ
（Cassio　Luiselli）によれば，　SAMの発想の原点は農牧業比重の是正，
食品の製造・流通過程の改善，そして消費水準の向、上を統合することに
あり，国民に対する食糧供給確保は単なる栄養あるいは生産の問題では
なく，貧困への挑戦であるという認識の下でSAMは策定されたのであ
るa）。
　確かに，天水農地において生産性が向上すれば，零細農民の自家消費
用穀物の確保が可能となり，生産余剰による収入増も期待できる。しか
しどのような方法で実現できるのか。それまで天水農地を対象とした技
術開発や信用供与はほとんど行なわれてこなかったが，SAMでは肥料
公社（Fertilizantes　de　M6xico　FERTIMEX），種子生産公社（Produ・
ctora　Nacional　de　Semillas，　S．　A．　PRONASE）などと提携・開発した
技術パッケージを利用して，早期に成果を得ることが可能であると考え
られた。新技術導入にあたっては，農業信用銀行（Banco　de　Cr6dito
Rural　BANRURAL）からの信用供与や，それに伴う生産損失に対す
る補償制度として危険分担信託（Fideicomiso　de　Riesgo　Compartido
FIRCO）も整備された22）。
　先述のように，1970年代には農村の最貧血を対象とするだけでなく，
国全体の発展に寄与するような総合的な農業開発計画の必要性が国際的
に主張され始め，総合開発計画には信用・技術といった増産のための投
入財，インフラ，教育，衛生などの社会的インフラや農民の組織化など
が含まれるようになった23｝。メキシコでその噺矢となったのはPIDER
であったが，SAMは生産，加工，流通，分配，消費など，食糧にかか
わる全ての段階を含むさらに包括的なアプローチとして発足した。しか
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しその包括性は，SAMのもっとも野心的な部分であると同時に弱点で
もあった。・というのは，SAMの実施には農業銀行（BANRURAL），
生活必需品公社（CONASUPO）など，多くの政府機関が関与したが，
SAMの目的に適合するように政府機関の改革や調整が行なわれないま
ま，それぞれの機関の従来のやり方が踏襲されたからである。すでに各
機関は独自の官僚機構と独自の利害関係のネットワークを持っており，
農村部では農民を搾取する側にある有力者との結びつきも強かった。そ
れどころかPRI体制自体が，官僚，政治家，地方ボスなどを包摂する
パトロンークライアント関係の網の目の上に成り立っていたのである。
　SAMのもう一つの特徴は，農業および農民の位置づけに変更を加え
たことである。それまで，農業部門には安い労働力供給と輸出による外
貨獲得が求められてきたが，SAMでは農業の輸入代替，すなわち国内
市場への貴任が重視されることになった。しかし工業優先に変わりはな
く，経済開発にとって重要なのは穀物輸入を減じ，資本財，技術をより
多く輸入することであるとされた24｝。また農民に関しては，国家のパー
トナーとしての役割が求められるようになった。メキシコの農業不振の
一因は都市中間層の拡大による消費生活の変化，すなわち牧畜産品需要
拡大にあり，この傾向は今後さらに強まることになる。また石油収入を
非生産的な財や…奢修品の輸入に向けようとする力も働く。このような勢
力に対抗して然るべき開発を推進するためには，国家と農民の同盟が不
可欠であるとされた25｝。
　しかし農民は，従来のポピュリト的，あるいはコーポラティスト的な
国家一農民関係にみられたような，政府から技術，信用といった資源分
配を受けることによって体制内に取り込まれる単なる客体として考えら
れていたのではない。農民には生産・消費の場における主体的なアクタ
ーとして，自律的な，自らの利益を代表する組織を結成することが求め
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られた。それは，SAMが遂行されるためには，国家機構の改革と合理
化に着手し，カシキスモ（caciquismo）とよばれる農村部におけるボ
ス支配にメスを入れることが不可欠であり，そのためには自律的農民組
織による下からのSAM支援が必要だったからである26〕。
4　具体的な政策と成果
　では次に，栄養・カロリー摂取，基本的作物の自給，天水農地での生
産拡大，国家一農民関係の再編という四つの側面における実施政策と成
果を概観してみよう。
　（1）栄養・カロリー摂取
　SAMでは，1日平均2750カロリー，蛋白質80グラムを必要最低水準
と定め，この水準に達しない3500万人（うち2100万人が農村人口）を対
象人口（poblaci6n　objetiva）に，なかでも摂取量が著しく不足してい
る2100万人（うち1300万人が農村人11）を優先対象人口（poblaci6n
objetiva　preferente）に，そして特に後者が集中的に居住する地域を
「緊急地区」（zonas　crfticas）に指定した。
　さらに，生産力，購買力，地域的な生産・消費の相違などを考慮した
うえで，「望ましい基礎品目」（canasta　basica　recomendable　CBR）を
作成し，CBR品目は，　CONASUPO（国民生活必需品供給公社）　の下
にある配給公社（Distribuidora　CONASUPO，　S．　A．　DICONSA）の販
売所をとおして，自由市場よりも30～35％安い価格で地区の住民に供給
された27，。成果については，SAMの実施期間が極めて短かったうえ，
データもないので，評価は難しいが，生産量・消費量の増加，消費のた
めの助成，農村店舗網の拡充などいくつかの指標から，農村人口の栄養
状態はある程度改善されたことが推測される28）。
　まず生産量は，SAM以前の1977－79年の平均に比べて，　SAM実施期
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問の1980－82年の平均29）は，基本穀物（トウモロコシ，ブリホール豆，
小麦，米）が28％増，トウモロコシだけでは25％増となった30）。また
トウモロコシの国民1人当たりの平均消費量も16％増となった3D。トウ
モロコシ消費については，食用，原材料用，飼料用という用途別に詳し
くみる必要があるが，その消費習慣が都市よりも農村において，上層・
中間層よりも下層において強いこと32）を考慮すれば，生産・消費拡大が
カロリー不足の深刻な階層に何らかの改善をもたらしたとみるのが妥当
であろう。だが，もし1983年に調査が実施されたならば，SAM実施期
間に若干の改善があったとしても，1982年以降の経済危機の影響で，状
況は1979年以前よりも悪化していたに違いないという見方もある33〕。
　また，DICONSA店舗数の増加も栄養・カロリー摂取における改善
を示唆している。店舗数は1980年の8369から1982年には1万1201に増加
し，うち農村部が占める比率は76．4％から81％となった。．すなわち
SAM期に新設された店舗の大半は農村部に立地していたことになる。
こうした販売網の拡充によって，DICONSAは農村部の栄養不良人口
1300万人をカバーしたとみられる。またDICONSAの売上総額に占め
る農村部の比率は1979年の17．7％から1980年18．3％，1982年21％へと上
昇し，農村部の食糧市場に占めるDICONSAの比率も1980年の11％か
ら82年には17％に増加した34）。近年DICONSAの意義は自律的農民組
織との関連で論じられることが多いが，その点については後述する。
　（2）　基本作物の自給
　SAMでは，前述の1人1日当たりのカロリーおよび蛋白質の最低摂
取量に基づいて，必要な農業生産を算出し，1982年までにトウモロコシ
およびブリホール豆の自給を，さらに1985年までに米，小麦，ゴマ，サ
フラワー，大豆，ソルガムの自給を達成することを目標とした。ソルガ
ムは飼料用作物であるが，近年，混合飼料の原料．として輸入が急増して
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いたために，SAMの自給目標作物の中に加えられた。
　最も重要な農産物であるトウモロ3シ，ブリホール豆については，天
水農地を中心にそれぞれ作付面積を1．5％，9．2％拡大し，さらに土地生
産性をトウモロコシでは4．4％，ブリホール豆では灌概地で3．7％，天水
農地で2．9％向上させることによって，1982年までに年間それぞれ1300
万トン，150万トンを生産することが目標値として示された35）。しかし，
この算出基準になったカロリーの最低摂取量は疑問視されている。とい
うのは，2750カロリーという数値は先進国と比べても著しく高いからで
ある。政府もSAM末期には2603カロリー，蛋白質73．9グラムに基準を
下げたが，2080カロリー，62グラムでよいとする意見もある。もしこの
基準を採用するならば，トウモロコシの必要生産量は1977－79年の年平
均生産量でほとんど充足されることになり，問題は生産ではなく，分配
に帰着する36）。生産実績は，気象条件に恵まれた1981年にはトウモロコ
シ1455万トン，ブリホール豆137万トンと高い生産を記録したが，1982
年には降雨量の不足によって，トウモロコシは1013万トン，豆は94万ト
ンに減少した3η。結局，目標値には及ばなかった。
　トウモロコシの収穫面積と生産量について，1977－79年と1980－82年の
3年間の平均を比較すると，収穫面積がわずかに減少したにもかかわら
ず，年平均生産量は25．5％増加し，土地生産性は26．2％増となった。そ
の一因は肥料消費の急増に求められる。しかし，SAMの3年間の平均
生産量の増大と生産性の向上についてもう少し詳細に分析すると，以下
の2点が明らかになる。まず，1981年の高収穫によってSAM期の平均
が押し上げられているという事実である。この年の生産の伸びは天水農
地における収穫面積の拡大によって実現されたが，収穫面積について
1977－79年，1980－82年の年平均を比較すると，灌臨地が10万ヘクタール
増，天水農地が16万ヘクタール減で，全体では5万ヘクタールの減少で
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あった。そして灌概地が収穫面積に占める比率は13．7％から15．5％へと
拡大した。また1980－81年の土地生産性の伸びを見ると，1981年が天水
農地にとって有利な気象条件を備えていたにもかかわらず，灌培地が
12．6％増，天水農地が4．8％増と両者の差は歴然としている。要するに，
SAM期のトウモロコシの増産は，天水農地ではなく，灌概地における
生産拡大と生産性向上に起因していたことが推測されるのである38）。だ
がこれは，天水農地での生産拡大を目指したSAMの狙いとは明らかに
矛盾している。
　（3）天水農業の振興
　SAMが天水農地の生産拡大に照準を定めた理由は，栄養不足が深刻
で重点的対応を要する人口の多くが，天水農地の零細農民およびその家
族であったからである。彼らの大半は農業生産を自家消費に充てている
ため，増産が栄養改善に直結することになる。また，天水農業の活性化
は所得拡大，雇用機会創出の効果をもたらすことだけでなく，自律的な
農村開発をとおして，最終的に格差是正へとつながることも期待され
た39）。
　しかし現実には，天水農業は気象条件に左右されやすく，生産性が低
く，生産が不安定で，生産余剰はほとんどない。しかも農民の多数が生
存水準以下の生活を強いられている。SAMが提唱した天水農業の役割
は，その現実からはあまりにも乖離していた。だがSAMでは，農業信
用の供与と新技術の導入，とくに化学肥料の普及，播種密度の改善，改
良種子の利用等によって，十分効率的な生産が行なわれうるとみなされ
たのである。そしてBANRURAL（農業信用銀行）やCONASUPO
をとおして，肥料は市価の70％，改良種子は75％で農民に提供された40）。
だが農民にとって，新技術の導入は経済的に困難であるばかりか，その
利用によって収穫が減少した場合，家族の生存さえもが脅かされること
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になる。そのために政府は危険を農民と分担し，農民に最低限の生活を
保障する制度（FIRCO）を発足させた。
　またトウモロコシ等の基本穀物についてはCONASUPOを通じて保
証価格制度が続けられてきたが，実際には都市労働者に安い食糧を提供
するために，生産者価格が低く抑えられてきた。これが基本穀物生産停
滞の一因となったのである。したがって，SAMの下では都市消費者価
格を据え置いたうえで，生産者価格を引上げるという措置が講じられ
た41｝。しかし，1981－82年に22～35％という大幅な下落があったために，
1977－1979年，1980－1982年の保証価格（1970年ペソ価格）の平均を比較
すると，トウモロコシ7．6％減，小麦14．3％減で，ブリホール豆だけが
13．2％増となった42）。
　次に，天水農地がどの程度重視されたのかを，BANRURALの農業
信用供与からみてみよう。農業信用の年平均供与額は，1976年価格で，
1977－79年の196億ペソから1980－82年の245億ペソへと25％増加した。た
だし1982年は財政悪化を受けて前年度比16．5％減となった。しかし部門
別配分をみると，農業部門の比率が66％から60％に低下したのに対して，
牧畜部門が18％から22．5％に増加した。さらに作物別でみると，SAM
の重点作物であるトウモロコシ，ブリホール豆，米，小麦，ゴマ，サフ
ラワー，大豆，ソルガムの1ヘクタール当たりに供与された農業信用の
金額は減少し，穀物での減少率は10～20％，油糧作物のサフラワー，ゴ
マでは53％，29％にも達した。すなわち，SAMは農業と牧畜業のバラ
ンスの回復と，基本的食糧となる作物の生産に重点が置かれていたはず
であるが，少なくとも農業信用の分布でみるかぎり，そうした傾向は認
められなかった。
　つぎに農業信用を，それがカバーした土地面積で見ると，1977－79年
から1980－82年の間に年平均で393万ヘクタールから660万ヘクタールへ
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と大幅に拡大し，しかも天水農地の占める比率は1976－79年の67～69％
から1980－82年には77～79％に上昇した。だが1982年の農業稼動資本の
うち天水農地が占める比率は47％，他方寝惚地の比率は53％であった43）。
つまり，SAM期間中に信用供与を受けた農民層は広がったが，天水農
地がとくに優遇された事実はなかった，とみることができよう。
　（4）国家一農民関係の再編
　SAMはロペス・ポルティーリョ政権前半には表舞台から退場してい
たPRI党内改革派によって策定された。彼らはPRI体制が従来依拠し
てきた政治ブローカーの調停機能が，もはや有効ではないとみなし，新
たな関係構築の必要性を認識していた。従来，社会集団はブローカーを
とおして政府の社会計画などの資源へのアクセスを認められるかわりに，
国家の統制下に置かれてきた。農民に関して言えば，PRI傘下の全国
農民連合（CNC）に加盟することによって，実利分配に与ることがで
きた。PRIの長期的政治安定はこのようなバトロネージによって維持
されてきたが，不正・腐敗の蔓延や市民社会の成熟・多様化などによっ
て，この装置がうまく機能しなくなるにつれて，1960年滅私から様々な
社会集団から不満が噴出し，自律性・自主性の尊重を求める声も高まっ
てきた。そのようななかで，改革主義者は従来のブローカーをとおした
全般的なばらまき政策から，直接貧困層を対象とする政策へと転ずるこ
とによって，新たな国家一社会関係の構築を目指そうとしたのである。
それまでは厳しく弾圧されてきた独立系農民組織も，あからさまな政治
的反対を表明しない限り，改革主義者は正当な対話者として認め，従来
のように政治的従属を前提としない関係が形成され始めた44）。
　通常，政治ブローカーは地域の経済活動も支配し，いわゆるカシキス
モ（ボス支配）を敷いてきた。資源分配をとおした政治的従属だけでな
く，輸送手段，貯蔵施設，金融などをとおして農民を経済的にも従属さ
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せているのである。このようなボス支配は，とりわけSAMが対象とし
た農村の貧困地域において強い。地方エリート権力の源泉である流通の
寡占支配を弱め，農民の交渉力を高めるためにSAMの下で打ち出され
たのが，「農村商業化援助計画」（Programa　de　Apoyo　a　la　Comericia・
Hzaci6n　Rura1：当初の名称がPrograina　de　Apoyo　a　la　Comericia一
．1izaci6n　Ejidalであったため，略称はPACE）と，基本食糧の流通改善
を目的としたCONASUPO－COPLAMAR計画であった45）。
　生産者としての農民を支援するために，CONASUPOは保証価格で
穀物を買い取ってきたが，その窓口となったのが，農村貯蔵公社
（Bodegas　Rurales　CONASUPO　S．　A．　BORUCONSA）の受取り所で
あった。受取り・貯蔵所数は1979年の1582から1982年には1726に増え，
貯蔵力も30％以上拡大した。さらに天水農地のトウモロコシ・ブリホー
ル豆生産者に対しては，CONASUPOへの穀物売却を促進するために，
生産地から受取り所までの輸送費の払い戻しなどの優遇措置がPACE
によって講じられた。CONASUPOのトウモロコシ購入量は1977－79年
平均117万トンから1980－82年平均は165万トンに，なかでも1982年中は
260万トンにも増加した。しかし，こうした恩恵をもっとも享受したの
は，天水農地ではあるが商業的穀物生産地域の豊かな小・中生産者であ
ったとみられている46）。
　PACEは仲買業者を迂回することによって，農民を地方ボスの支配
から解放することを狙いとしていたが，農民による流通過程の自主管理
を支援したり，周縁人口の要求に対応することはほとんどなかった。
PACE促進員が農村を巡回し，共同体の総会でこの計画への賛同を得
た場合には，共同体内に流通委員会が組織された。だが，委員会は計画
実施の補助機関にすぎず，CONASUPO業務を監視する権限は持たず，
PACEの決定過程へ参加することもなかった。共同体の主体性が育成
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されなかったために，結局，この計画では仲買業者の介入や腐敗を招く
ことになり，農村の勢力関係に変革をもたらすには至らなかった4η。
　PACEとは対照的に，　CONASUPO－COPLAMAR計画は，一部で
はあるが，自らの利益を代表する自律的農民組織形成への道を拓くこと
に寄与した。CONASUPO－COPLAMAR計画は1979年末に発足し，
SAMの下で消費者としての農民支援のために中心的な役割を果たした。
すなわち，農村部にDICONSA直営販売所を開設し，安い価格で基本
食糧の提供を行なったのである。効率的供給のためには，過去の反省か
ら四つの条件，①基本食糧供給の保証　②対象地域をカバーする自前の
貯蔵網③自前の輸送網④政策実施への共同体参加　を満たすべきで
あると考えられていた。したがって，少数ではあるが，販売所だけでな
く貯蔵所の管理・経営にも農民組織が関与するケースが現われることに
なった。先に述べたとおりSAMの下でDICONSAによる農村部への
食糧供給は急増し，店舗数も拡大した。しかも他の計画がSAM終了と
ともになし崩しになったのとは対照的に，自律的農民組織はその後も存
続しただけでなく，農村の社会変革の核にもなっていったのである48）。
　農民の組織化は次の手順で行なわれた。計画促進員が村・エヒードの
代表に計画を説明する。しかしこの段階で70％が反対を表明した。とい
うのは，彼らの多くが伝統的支配権力構造のなかに取り込まれていたか
らである。村の総会で販売所設置計画への賛同が得られると，同じく総
会で6人の村落食糧委員会メンバーと1人の販売所支配人が，選挙によ
って選出される。それまではDICONSA店舗の経営は特定の個人に委
ねられてきたため，利潤追求に終始することになり，本来の機能を果た
しえなかった。しかしSAMの下では共同体が販売所を経営し，
CONASUPOがそれを支援するという「共同責任態勢」が重視された。
したがって重要な決定は総会で行なわれ，販売所の経営管理に責任をも
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つ村落食糧委員会は毎月総会での報告を義務づけられた。また，共同体
代表2名（通常，販売所支配人と村落食糧委員長）は，他村の代表とと
もに地域のBORUCONSA貯蔵所の業務を監視し，食糧の安定供給を
確保するための食糧評議会の構成員として，毎月開催される会議に出席
した。貯蔵所業務に対する近隣の村落による共同監視態勢の確立は，こ
の計画のもう一つの重要なポイントであった。CONASUPO－CO・
PLAMARはPACEとは違って，農民の決定への参加，自主管理を前
提としていたのである49）。しかしそれ故に，地域の既存の利害関係との
間に軋櫟が生じることにもなった。とくに，それまで資源分配に采配を
振っていたBORUCONSA貯蔵所支配入との対立は深刻であった。
　関係者からの情報によれば，地域の貯蔵所200か所のうち，農民代表
から構成される食糧評議会で，食糧，トラック，労働力，稼動資本など
の地域内での分配の決定が行なわれていたのは50か所，さらに50か所に
おいて政策実施に関する農民の要求が組み入れられていた。しかし半数
の貯蔵所においては食糧評議会が機能することなく，伝統的バトロネー
ジ制度の一部として，BORUCONSAによる資源分配が継続された。
このように成功例は限られるが，その多くはメキシコ南部・南東部の先
住民居住地域に集中している。それは，こうした地域が最も貧しく，カ
シーケ支配が強力であるうえ，先住民共同体には協働・合意に基づく決
定という伝統が強いことなどに起因するものと考えられる50）。そしてこ
れらの自律的組織のなかには消費者組織から生産者組織へと活動領域を
拡大するもの，全国的なネットワークとの連携を図るものも現われた51）。
　以上のように，一部ではあるが，PRIへの支持と直接交換されない
資源分配と農民組織による自主管理をとおして，PRI体制内改革派と
農民との新たな関係が築き始められたのである。
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結びにかえて一SAMの評価
　最後にいくつかの視点からSAMの評価を試みたい。
　まず，「誰が利益を得たのか」という点については，大半の研究で，
低金利の農業信用供与，投入財助成，農産物の生産者価格の引上げ，技
術開発などによって，天水農地の零細農民よりも商業的農業生産者の方
が大きな利益を得た，とみなされている。政府の基本作物優遇政策に呼
応して，大・中規模の生産者は換金作物から基本穀物への作物転換によ
って，あるいは旧来の商業的農業優遇政策の下で築かれた公的農業関連
機関とのチャンネルをとおして，SAMの資源を享受することができた。
それに対して，SAMの本来の受益者となるべき農民にはほとんど貢献
するところがなかった，との否定的な見方が一般的である。そのような
論調のなかにあって，アンドラーデとブランク（Armando　Andrade＆
Nicole　Blanc）はメキシコ全州を農民農業州と商業的農業州に区分し，
生産，収穫面積，土地の生産性，肥料消費の増減を分析した結果，これ
らは全州で増加しているが，とりわけ農民農業州での増加が著しいこと
から，貧しい農民の相当部分がSAMの恩恵をうけた，と結論づけてい
る52》。しかし，州単位ではなく，部門別（農民農業か商業的農業か）あ
るいは階層別に比較しない限り，生産，収穫面積などの拡大と農民の利
益享受を結びつけることはできない。
　またセキエラ（Carlos　Gumermo　Sequiera）』が，1983年にメキシコ
州とベラクルス州で，2人の大規模生産者，4入の中規模生産者，3人
のエヒード農民に行なったインタビュー調査では，全員が何らかの形で
SAMのインセンティブを利用し，全員がSAMの生産拡大への寄与を
認めていること（ただし生産性向上によってではなく，収穫面積の拡大
による）が明らかになった53）。しかし他方で，SAMについて農民には
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十分周知されていなかったとの指摘もある。1982年にチャビンゴ農業大
学大学院が1670人の農民に行なった調査によれば，彼らがプエプラ計画
（SAMの先例となった計画で，天水農地の生産性向上を目指した）に
参加した経験をもち，生産者助成には最も馴染みのあるはずの人々であ
ったにもかかわらず，70％がSAMについての知識をもっていなかっ
た54》。また，官僚的手続きが農民の資源へのアクセスを妨げた事例も報
告されている55）。
　SAMにおいて農民は基本穀物の生産者およびその消費者という二つ
の立場で，種々の利益供与を約束された。この点についてバーキン
（David　Barkin）は「助成金の多くが消費者よりも生産者に向けられた
ために，非効率と腐敗を助長し，コスト高となった」56｝と述べている。
残念ながら，バーキンはその根拠を明らかにしていないが，もし指摘ど
おり，直接消費者に向けられる補助金がそれほど多くなかったのならば，
SAMは農民にとって意味をもたなかったことになる。というのは，農
民層の64％が自給水準未満の生産しかなく，食糧の一部を市場で購入し
ている消費者にほかならないからである57）。すでにみたように，農民の
栄養改善に関しても，SAMによるある程度の貢献を推論できるにすぎ
ない。唯一明白な成果として評価できるのは，消費のための農民組織の
一部が，農村における自律的発展の核として育ち始めたことであろう。
　3年間に30億ドルという膨大な助成金を支出しながら58），SAMはな
ぜ成果を挙げることができなかったのか。第1の要因は政治制度にそぐ
わない計画の規模と性急さである。メキシコ政治の特徴は大統領の6年
任期と再選禁止の原則にある。6年ごとに閣僚，官僚上層の総入れ替え
が行なわれ，実質的に特定の計画が継承されることは少ない。任期半ば
に始まったSAMには，最初から時間切れが運命づけられていた。
　第2点はSAM立案者のような党内の改革派が弱体勢力であったこと
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である。時問的にも勢力的にも，改革派が政府諸機関の機能を新たな目
的に適合させることができないまま，また本来の対象だけに照準を絞り
込むことができないまま，SAMの実施は各計画に関連した政府機関に
委ねられた。そして膨大な資源の大半は、各機関の従来のネットワーク
をとおして政治家，官僚，地方ボス，そして商業的農業生産者などに流
れていったのである。当初，改革派と対立する保守派・親アグリビジネ
ス派はSAMに反対を表明したが，すぐにそれを自分たちの利益に結び
つけることが可能であることに気づき，反対を撤回した59）。そして実際
に十二分に利用したのである。農村部では伝統的なカシキスモがPRI
体制のパトロンークライアント関係と密接に絡まりながら，強大な権力
を行使し，SAMの計画実施を阻んだ。改革派にとって，支えとなりえ
たのは自律的農民組織の支援だけだったのである。
　以上のようにSAMはほぼ全面的に失敗したと言わざるをえないが，
1960年代末から80年代の農業政策の流れのなかでは重要な転換点として
位置づけることができる。まずSAMを機に，農業政策の中心は生産・
流通改革そして所得分配是正へと移行した。すでに1940年代以降，土地
所有から生産拡大への重点移行は明白であったが，レトリックにおいて
は土地分配・農地改革が健在であった。エチェベリアは，一般には大規
模な土地改革を実施したポピュリストとしてのイメージが強いが，農村
市場の不均衡，非効率性が農村開発を妨げる主要な障害であるとして，
CONASUPO改革60）をとおして流通・市場改革に着手した。それは農
業企業家やアグリビジネスと対決するよりも，中間業者や地方ボスに矛
先を向ける方が政治的コストが小さいとの判断に基づいていた。しかし
他方で，土地なし農民に対して土地分配のレトリックを乱用した結果，
大混乱を引き起こしてしまった。これを受けて，ロペス・ポルティーリ
ョは前政権で頓挫した市場・流通への政府介入を一層強化すると同時に，
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レトリックとしての農地改革も完全に放棄したのである。
　ロペス・ポルティーリョ政権ではSAMに続いて，1981年1月2日に
農業振興法（Ley　de　Fomento　Agrario　LFA）が公布された。　LFA
は先進農業地域の生産者組織から提案された61）といわれており，この法
律では生産性と経済効率が最優先されている。SAMが農民の生活の向
上を指向したのに対し，LFAは近代的な農業生産者による生産拡大を
指向していることから，これらはポルティーリョ政権内の農業政策をめ
ぐる対立を示唆するものとみられている62）。LFAのなかで批判が集中
したのは，生産単位（unidades　de　producci6n）の形成に関する規定で
あった。エヒードおよび共同体は自由意志に基づいて，それらの問で，
あるいはコロノや小土地所有者との間で，農業水資源省（Secretaria
de　Agricultura　y　Recursos　Hidraullcos　SARH）の監視下において，
生産単位を形成することができ，このような単位は信用，機械，その他
の近代的投入財，および天水農地においては危険分担信託制度に優先的
にアクセスできる63）とされたのであった。
　それまではエヒードを農民の手中に確保するために，エヒードには私
有権，売却・賃貸権，抵当権が認められず，生産という観点からみると
非合理的な制約が課されてきた。しかし実際にはエヒードが隣接する私
有地に賃貸されて，私有地に併合された形で一つの経営単位として利用
されているケースもかなりあった。LFAは私：有地によるエヒード利用
に対して，従来の法的枠を取り外し，正当性を付与することになった。
エヒード支持の論理にたてば，LFAは過去50年以上の農地改革の成果
をなし崩しにして，エヒードを農業生産者の利用のために開放しようと
するものにほかならず，農民の生活改善を目的とするSAMとは相容れ
ない。しかし，ロペス・ポルティーリョ政権の政策を農地改革：からの訣
別，生産増大・流通改革への完全移行と捉えるならば，SAMもLFA
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も同一方向を目指すものであり，その違いは，LFAが農業部門全体の
効率化を目指したのに対し，SAMは農民部門の生産性向上を目指した
という点だけに認められるのではないだろうか。
　ロペス・ポルティーリョ政権の政策は，従来の全体的な資源ばらまき
政策から対象限定的な政策への転換でもあった。しかもPRIの伝統的
なパトロンークライアント関係をとおさないで，効率的に対象に資源を
供与することによって，新たなネットワークの構築が始まった。すでに
前政権のPIDER，　CONASUPO改革のなかにそうした志向性の萌芽が
みられた。しかしSAM以降のデラマドリ政権（Miguel　de　la　Madrid
1982－88）やサリナス政権において，特定の地域・セクターとの利害関
係の薄い経済テクノクラート支配が確立するにつれて，また1982年に始
まる債務危機のなかで，PRIの正統性が一層低下し，利用可能な資源
がさらに限定されるなかで，農業政策は一層対象限定的に，そして従来
のバトロネージ・システムの迂回を目指すものになっていった。しかも
それはPRIの体制内改革とも連動していた。
　デラマドリ政権の国家食糧計画（Programa　Nacional　de　Alimenta・
ci6n　PRONAL）や統合農村開発国家計画（Programa　Nacional　de
Desarrollo　Rural　Integrado　PRONADRI），サリナス政権の国家連帯
計画は，SAMの延長線上に位置づけることができよう。
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1）　メキシコ農業は食糧自給を実現し，農産物輸出によって工業化に必要な外
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